
群馬県立県民健康科学大学・看護学部・助教

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２２３０４

基盤研究(C)（一般）

2024～2021

地域医療の創生を担う看護師による特定行為の活動開始を支援する実施モデルの開発

Development of an implementation model to support the initiation of the medical 
specific acts by nurses who are responsible for the creation of community health
 care.

９０８５８２６８研究者番号：

田村　香奈（Tamura, Kana）

研究期間：

２１Ｋ１０９６７

年 月 日現在  ７   ９   ５

円     1,700,000

研究成果の概要（和文）：  本研究は、看護師による特定行為を実施する体制整備の準備過程を調査した。特定
行為研修中から医師や看護管理者と一緒に周知活動や安全体制の整備等の準備が行われている現状を明らかに
し、整備内容と合意が必要な関係者を検討した。
  また、関係者との円滑な合意形成に向け、看護師の特定行為に関わる看護管理者の関心や懸念を調査した。看
護管理者は、患者への利点や看護師のスキルアップに対する関心がある一方で、医療事故への不安や責任の重さ
等に懸念を示していた。特定行為に対する懸念を払拭できるような実施体制を整備することが課題である。

研究成果の概要（英文）：  This study examined the preparation process for developing a system that 
allows nurses to perform specific medical acts. We clarified the current situation, wherein 
preparations such as awareness activities and the development of safety systems are conducted with 
physicians and nursing managers during training for specific medical acts. We examined the 
maintenance contents and parties involved who agreed on the details. 
  In addition, we surveyed nursing managers' interests and concerns regarding nurses' specific 
medical acts to facilitate smooth agreements with relevant stakeholders. While nursing managers were
 interested in the benefits to patients and the improvement of nurses' skills, as well as fears of 
medical accidents and the burden of responsibility. The challenge lies in creating an implementation
 system that addresses concerns about specific medical acts.

研究分野：地域・在宅看護学

キーワード： 特定行為研修　特定行為　ステークホルダー　看護師　看護管理者

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
  特定行為研修を修了した看護師が所属施設で活動を開始する際に、実施体制を整備した事例は多数報告されて
いるが、統計的には分析されていなかった。本研究は、特定行為研修を修了した看護師507名の回答から、準備
過程の傾向を明らかにしたことにより、開始時の手引きの一般化につながる可能性がある。また、看護管理者の
関心や懸念を質的に分析することにより、重点的な環境整備項目の構築につながり、看護師による特定行為の実
績が増加することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 看護師に係る特定行為研修制度は、少子高齢“多死”社会の到来にむけて医療過疎や医師の偏
在などの地域医療の実情を補完する施策として、高い専門性を発揮できる看護師を育成し在宅
医療等のチーム医療を推進することを目的としている。この制度は、医師や看護師等の確保や勤
務環境の改善を図り、業務を分担しながら互いに連携し適切な医療を提供する方策である。厚生
労働省の目標では、2025（令和 7）年までに 10 万人の特定行為研修の修了者を目指している。
特定行為研修の修了者数は 2024（令和 6）年 9月現在で 11,441人に達したが、目標値の 10％
に留まり、医療現場での修了者による活動の開始は遅延している。 
その理由の一つには、実施環境の未整備があると推測した。活動開始に伴う準備は、自身の臨
地実習の受入れ体制の整備のためにスタッフへの周知活動、病院管理職、医師、同僚看護師、薬
剤師、リハビリスタッフ、介護職、患者家族などの多様な関係者の活動に対する理解と受入れが
欠かせない。先行報告では、地元での看護師による特定行為の実施について、患者・家族及び医
療スタッフである看護師や医師にもたらす効果が明らかにされていた。一方で、活動の開始には、
関係者の理解と連携・協力が不可欠であるが、手引きとなる組織づくりの手続きなどは示されて
いないため、実施環境の準備に時間を要し速やかに活動を開始できないことが推測された。 
 看護師による特定行為の開始時の課題には、以下が考えられる。①医師の指示を「手順書」の
形で示し医療的ケアの安全を担保して実施するため医師による「手順書」の作成が不可欠である
が、医師は業務に多忙であり負荷がかかる。②看護師は、通常の業務に加えて特定行為を実施す
る場合が多いため、同僚の看護師をはじめとするチームスタッフとの業務の連携や調整が必要
である。③特定行為の施設での開始には、電子カルテによるオーダーや記録の入力、診療報酬の
処理等医療事務に関することなど、施設長や看護部長、事務長等の施設の管理者全体の合意と仕
組みづくりが必要である。④地域においては医療・保健・福祉サービス等の専門職、看護師によ
る特定行為を受ける患者や家族のなどの理解が必要である。これらの課題から看護師による特
定行為の実施を施設での活動を開始するためには、関係者の業務に加える負荷が少ないように
事情を見極めながら、合意形成に基づいた組織づくりを目指し、活動の手順を整えながら連携す
ることが重要である。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、特定行為の実施環境を整えるために、看護師の行った関係者との合意形成に
基づいた組織づくりや活動の手順づくり等の準備の過程を調査し、地域で活動する手引きとな
るモデルの提案により制度の普及を図ることである。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、全国の特定行為研修を修了した看護師が活動の開始時に連携調整する関係者の構
成や組織体制、準備内容の実態調査及び看護師の特定行為の実施に関わる看護管理者の関心や
懸念、期待等を調査した内容を統合し、活動開始の手引きの作成を試みることとした。調査票は
パイロットスタディを実施し、質問項目の適切性等を確認したのちに再作成し、2回目のパイロ
ットスタディを経て調査を実施した。 
 本研究では、特定行為研修を修了した看護師を特定看護師とした。 
 
【調査１】 「看護師による特定行為の実践準備に係るステークホルダーとの合意形成の過程」 
 
１）研究対象者 
 研究対象者は施設の実情に応じた全国の特定行為の実践環境を調査し示唆を得るため、
特定行為研修修了者名簿（看護師の特定行為研修に係る指定研修機関連絡会公表）に登録さ
れた特定行為研修修了者 2,743 名とした。 
 
２）データ収集項目および収集方法 
 2022（令和４）年 10 月～12 月に、Web 調査及び郵送法による質問紙調査のハイブリット
方式で実施した。 
（１）調査対象者の特性調査 
修了者の年代、職種、研修年度、研修施設の特性、特定行為研修修了区分、特定行為実
践の有無、特定行為実践区分、特定行為実践の開始時期等 

（２）実施環境準備に関する調査 
自施設での特定行為の実践準備のために整備した内容、その整備に関わったステーク
ホルダー（関係者）、ステークホルダーとの同意ないし合意の過程、同意ないし合意の過
程の具体例、合意形成の課題等 



 
 ３）データ分析方法                                                                                                                             
調査により得られたデータは、統計解析ソフトを用いて項目ごとに記述統計を行い、合意
形成の課題についての記述回答は、共通性を見出し整理した。分析した結果は、項目ごとに
手引きとなる手続きの図式化を試みた。図式化したモデルは、施設で初めて開始する場合の
指針として自施設に取り入れて活用できるように、使用媒体や手続き内容などを加えた。 

 
【調査２】 「看護師の特定行為の実施に関する施設内合意に向けた病棟看護管理者のインタレ

スト分析」 
 
 １）研究対象者 
   研究対象者は、日本看護協会ホームページの修了者名簿より、特定看護師が所属する群馬
県内の医療機関 40 施設の、特定看護師の配置や育成に関わる病棟看護管理者を研究対象者
110 人とした。 

 
 ２）データ収集項目および収集方法 
  2025（令和 7）年３月～４月に、実施無記名記述式質問紙調査による横断研究を実施した。 
  （１）調査対象者の特性調査 
年代、経験年数、特定行為研修修了の有無、所属病棟、所属施設の病床数、所属施設の
特定看護師の人数、特定看護師の活動期間、特定看護師との関わり、看護師による特定
行為についての理解度等 

  （２）看護管理者のインタレスト（関心や懸念等）に関する調査 
①看護師の特定行為の実施に対し注目している関心や懸念 
②特定看護師が活動することでの組織や他人への利点や影響 
③特定看護師に対する期待 

  （３）プレテスト 
質問紙は、施設管理者等の看護職にプレテストを実施し、研究対象者への説明や質問
項目のわかりやすさ、回答のしやすさ、回答時間等を確認し、質問紙を検討した。 
 

３）データ分析方法 
 Berelson，B.の方法論を参考に、記録単位を意味内容の類似性に基づき分類し、分類の類
似性を的確に表す具体的な表現をコードとして置き換える。記録単位を比較検討し、類似点
や相違点によりサブカテゴリを作成する。 
 
４．研究成果 
 
【調査１】について 
 Web 調査及び質問紙調査の回答者数は 507 人（回収率 18.5％）であった。 
 
１）調査対象者の概要 
   回答者は全国の各地域に在住し、年齢は 20 歳代から 60 歳代、臨床経験年数の平均値は
20.6 年であった。所属施設は大学病院等の病院施設や訪問看護ステーションであった。 
   回答者が受講した指定研修機関は病院 250 人（49.3％）、大学 99 人（19.5％）、大学病院
88 人（17.4％）の順で多く、特定行為研修の修了年度は 2013 年から 2022 年であった。指
定研修機関が所属施設と異なるものは 257 人（50.7％）であり、臨地実習は、所属施設で実
施したものは 275 人（54.2％）、異なる施設で実施した者が 120 人（23.7％）、両方で実施し
た者が 92 人（18.1％）であった。回答者が研修を修了した時点で、所属施設に特定行為研
修修了者が有りの者は 270 人（53.3％）であった。 

   研修修了者が修得した区分のうち、「動脈血液ガス分析関連」、「創傷管理関連」、「呼吸器
（気道確保に係るもの）関連」等の 15 区分は、3か月以内に 50％以上の人が実践を開始し
ていた。「術後疼痛管理関連」、「感染に係る薬剤投与関連」「透析管理関連」等の 6区分は 3
か月以内に実践を開始した人が 50％に満たなかった。実践できていないと回答した人が
50％以上であった区分は、「心嚢ドレーン管理関連」「栄養及び水分管理に係る薬剤投与関
連」「皮膚損傷に係る薬剤投与関連」であった。領域別パッケージは修了者が少なく、実践
できていないと回答した人数が多かった。 

 
 ２）実施環境準備に関する調査 
 （１）自施設での特定行為の実践準備のために研修中に整備した内容 
①特定行為の説明会の開催、同意書・包括同意書の作成、掲示物作成・掲示・資料配布等の
広報等の「施設内の周知活動」は、8 割以上が実施しており、看護管理者、病院管理者、
医師等に修了生が既存の厚生労働省のリーフレット等の媒体物を用いて会議等で実施し
ていた。 
②物理的環境の整備(専用の部屋・PC 等）、研修時間の調整、臨地実習での患者選定、臨地



実習での特定行為の実施等の「研修環境の整備」は、7割以上が実施しており、看護管理
者、医師、実習関係者等に研修施設の資料を用いて実施していた。 
③手順書の作成、手順書・包括指示の加筆修正等の「手順書の整備」は、8割以上が実施し
ており、看護管理者、医師、所属部署の看護管理者等に修了生が厚生労働省の手順書等
の既存の媒体を基に所属施設に合わせた内容を提案していた。電子カルテシステムへの
導入は、6 割以上が実施しており看護管理者及び事務担当者からの提案を受けて整備し
ていた。 
④特定行為技術の確認・評価や安全管理体制の構築等の「安全管理体制の整備」は、8割以
上が実施しており、病院管理者、看護管理者、医師等から評価表や既存の医療安全体制
を用いて確認や提案がされていた。 
⑤所属施設の特定行為に関するニーズの明確化、所属施設での活動に関する課題の明確化、
所属施設の組織体制の課題の明確化、所属施設での活動指針の作成等の「所属施設での
活動準備」は、7 割以上が実施しており、病院管理者、看護管理者、所属部署の看護管
理者、医師に修了生が自身の特定行為の実施を基に提案する、ステークホルダーが厚生
労働省の資料を基に提案する等が行われていた。 
 
（２）自施設での特定行為の実践準備に関する課題（抜粋） 
・ ステークスホルダーの看護職の同僚の人達の理解を得て活動を進めることに、困難さ
を感じた。 

・ 協働する意識や、信頼関係を構築することで実践につながるが、同職者の理解を得るこ
とが一番困難だと感じている。 
・ 研修開始前から、受講生と関係者の間で修了後の活動や実践していくにあたっての意見
のすり合わせがなされていないと、修了後の実践への移行が上手くいかないと思う。 
・ 訪問看護で実施していくにあたり、他院やクリニックへの説明や同意が大変だった。利
用者や家族と信頼関係を築き、同意を得るのが大変であった。 
・ 看護管理者（看護部長）の理解と支援を得ること、特定行為をバックアップしてくれる
医師と信頼関係を作ることが大切であり、それができたためスムーズに実践に移行でき
た。 
・ 病院管理者と看護部長の理解があり、周囲の理解も得られたため実践しやすい環境であ
った。 

【考察】 
看護師の特定行為に関するステークホルダー（関係者）との合意形成は、病院管理者や看
護管理者、医師等と行われ、既存の媒体等を使用して提案していた。課題には、同僚看護師
の理解、特定看護師の活用計画の明確化、訪問看護での困難さ等があり、ステークホルダー
の理解や合意が円滑な導入に重要であることが示唆された。準備過程の調査結果から、地域
で活動する際の手引き案を作成する予定である。 

 
【調査２】について 
 質問紙の回答者数は 53 人（回収率 48.1％）であった。 
 
１）調査対象者の概要 
  回答者の年齢は 30 歳代 3人（5.8％）、40 歳代 17 人（32.7％）、50 歳代 29 人（55.8％）、60
歳代 3人（5.8％）、臨床経験年数の平均値は 26.2 年であった。所属施設は 100 床以下～500 床
であり、所属病棟は内科系一般病棟 12 人（24.5％）で最も多く、外科系一般病棟、療養病棟、
手術室、外来等多様であった。対象者自身が特定行為研修を修了している者は 8 人（15.1％）
で、所属施設の特定看護師数の平均は 3.7 人、活動期間は 1～3年が 30 人（60.0％）、4年以上
11 人（22.0％）、関わりは「他部署(他病棟)に所属している特定看護師が、院内又は関連施設
を横断的に活動する際に関わっている」が 22 人（41.5％）で最も多かった。 
  看護師の特定行為に関する理解度は、「十分理解している」・「理解している」が 38 人（74.5％）、
「あまり理解していない」「全く理解していない」が 13 人（25.5％）であった。 
  
２）看護管理者のインタレスト（関心や懸念等） 
（１）看護師の特定行為の実施に対し注目している関心 
看護管理者が特定行為に対して注目している関心は、「手順書があれば多忙な医師の到着
や指示を待たずに、患者へタイムリーにケアが行える」、「患者を待たせずに医療を提供す
る」、「患者さんの苦痛をより早く軽減できる」、「医師とのタスクシフトにより医療がスムー
ズにタイムリーにすすめられる」、「自分自身のケアの知識・技術の向上に繋がりケアの提供
への質の担保ができる」等であった。 
 
（２）看護師の特定行為の実施に対する懸念 
 看護管理者の特定行為の実施に関する懸念は、「患者家族の特定行為による理解度」、「イ
ンシデントや何かトラブルが起きた時の責任の所在や対応」、「医療事故による看護キャリ
アへのダメージの発生」、「特定看護師の経験や知識技術の差により、患者に与える影響の差



やリスク」、「特定行為の実施時間の確保が難しく、スキルを十分発揮できない環境下での実
施」、「業務の中で特定行為がスムーズに行える環境に至ってないことによるスキルの未活
用」、「周囲の理解不足によるプレッシャー」、「自施設での特定行為看護師の増員の見込み」、
「同じ目標を持つ仲間がいないことによる心身の疲弊」「自己研鑽や新しい情報収集の方法」
等であった。 
 
（３）特定看護師の活動による個人や組織への利点や影響 
  看護管理者の特定行為看護師の活動に対する利点や影響は、「特定行為が実施できる環境
を整え実践することによる組織の中心的役割への発展」、「医師と看護師の中間に位置づけ
られることで相談しやすい存在となり、看護師のモチベーションや向上心の上昇」、「自施設
以外の人脈が増え、新しい知識を自施設へ持ち帰ること」、「医師の業務負担軽減や他看護師
や医師、医療スタッフとの連携、及び患者への質の高い医療やケアによるチーム医療への貢
献」、「学習する意欲があり学んだことを実践する姿を見て、今の部署でさらに働き続けたい
と思うスタッフがいることや学習する文化や役割遂行の意識の向上」、「よりタイムリーに
対応することによる患者への苦痛の軽減や急変対応での救命」、「看護の質の向上や患者に
対して最善のケアの提供」等であった。 
 
（４）特定看護師に対する期待 
  看護管理者の特定行為看護師に対する期待は、「全ての看護師のロールモデル」、「看護師
の幅広い活躍は今後看護師を目指す方々へのよい影響」、「医師の代わりではなく、深い医療
知識を持ったうえでの看護師ならではの特定行為実施」、「あくまでも看護師のスペシャリ
ストとして患者や看護師に貢献してくれること」、「特定看護師個人の能力の向上だけでな
く、一緒に働くスタッフへの知識等の共有」、「他の看護師への指導・相談」、「知識・技術を
活かした組織横断的な活躍の場」、「専門看護師や認定看護師と協力し、お互いの専門性を発
揮した質の高い医療ケアの提供」等であった。 
 
【考察】 
 看護管理者は、自身が特定行為看護師である場合や、他部署に所属している特定看護師
が院内又は関連施設を横断的に活動する際に関わっており、特定行為に関して理解してい
る者が全体の 74.5％であった。看護管理者は特定行為の実施に関心を持ち、安全面や業務
の負担等に懸念を持っている一方で、個人や組織への利点や影響を分析し、専門性の高い
看護職としての貢献を期待していることが明らかとなった。地域で活動する際の手引き案
は看護管理者のインタレストの内容を含めて検討する予定である。 
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